
基金事業実施状況報告及び活性化事業実績報告について

１．今年度に都道府県及び市町村が実施した活性化事業（交付金相当部分）

（単位：千円）

山形県（平成21年度）

（８）消費者教育・啓発活性化事業 992 17,298 18,290

0

（９）商品テスト強化事業 0

（10）地方苦情処理委員会活性化事業

527 527

1,628 1,724

293 1,044 1,337

0

都道府県 市町村 合計

2,269 9,918 12,187

10,822 10,822

（５）消費生活相談窓口高度化事業

4,206 1,165 5,371

96

（６）広域的消費生活相談機能強化事業

（７）食品表示・安全機能強化事業

（４）消費生活相談員等レベルアップ事業

（１）消費生活センター機能強化事業

事業名

（３）消費生活相談員養成事業

（２）消費生活相談スタートアップ事業

２．消費者行政決算及び今年度の基金取崩し額
（単位：千円）

4,324 5,449

消費者行政決算総額 154,316

合計

（11）一元化相談窓口緊急整備事業 1,125

0（10）地方苦情処理委員会活性化事業

902

8,981 47,628 56,609

902

都道府県決算

（12）消費者行政活性化オリジナル事業

管内市町村決算

基金取崩し額

取崩し割合

49,839

104,477

56,609

37%



３．消費生活相談員養成事業

①参加者総数 ①参加者総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③参加自治体 ③参加自治体

①実地研修受入総数 ①実地研修受入総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③実地研修受入自治体 ③実地研修受入自治体

300 人日

人

人日

250 人日

寒河江市、上山市、東根市、山辺町、長井市

管内全体の研修参加・受入（実績）

5 人6 人

人

人日

実施形態 管内全体の研修参加・受入要望（事業計画）

寒河江市、上山市、東根市、山辺町、長井市、
鶴岡市

自治体参加型

法人募集型

４．一元的相談窓口緊急整備事業

人 人時間／年 千円

人 人時間／年 千円

事業実施自治体

山形市、寒河江市、上山市、長井市、東根市、金山町

1,245県

管内市町村 12 3,206 4,335

対象人員数

6

追加的総費用追加的総業務量（総時間）

977



５．今年度に都道府県が実施した活性化事業（交付金相当分） （単位：千円）

事業名

①消費生活センター機能強化事業（増設）

②消費生活センター機能強化事業（拡充）

③消費生活相談員養成事業（研修開催）

④消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑨消費者教育・啓発活性化事業

⑩商品テスト強化事業

⑪地方苦情処理委員会活性化事業

事業（実績）の概要

国民生活センター等主催研修への相談員の参加支援

弁護士の活用

中核的な消費生活相談窓口の機能強化

消費生活相談員養成のための実務的研修の開催

390⑦消費生活相談窓口高度化事業

⑧食品表示・安全機能強化事業

139

⑤消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

事業計画

事業経費
基金（交付
金相当分）
対象経費

4,450

390 293

消費者啓発用チラシの新聞折込み1,000

4,206

1,000 992 992

4,450

139

事業経費
基金（交付
金相当分）
対象経費

2,269 2,269

4,206

2,661 2,661

96

293

事業の実績

96

―

⑭消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）

11,08511,182合計 8,981

201 201 0

啓発等を円滑に行うための非常勤職員1名の配置等

⑬消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

⑮消費者行政活性化オリジナル事業（その他）

2,244

0

⑫一元的相談窓口緊急整備事業 2,341 1,244 1,125

9,100



６．活性化事業（都道府県実施分）の実績詳細

③消費生活相談員養成事業（研修開催）

②消費生活センター機能強化事業（拡充）

⑧食品表示・安全機能強化事業

⑫一元的相談窓口緊急整備事業

⑬消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

⑨消費者教育・啓発活性化事業

啓発等を円滑に行うための非常勤職員1名の配置等

④消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

①消費生活センター機能強化事業（増設）

事務所の改修、事務機器の整備

講師謝金、講師旅費、会場借料

事業強化・機能強化の成果

⑩商品テスト強化事業

⑪地方苦情処理委員会活性化事業

⑤消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談窓口高度化事業

紙面制作費、印刷費

賃金、共済費、時間外手当

事業名

消費者啓発用チラシの新聞折込み

消費生活相談員養成のための実務的研修の開催

旅費

謝金、旅費

国民生活センター等研修への相談員の参加支援

弁護士の活用

相談室の設置及びカラープリンター等の整備等

対象経費（実績）

７．消費生活相談員養成事業の研修参加、実地研修受入実績（都道府県実施分、該当する場合に記載）

研修参加・受入

実績

⑭消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）

⑮消費者行政活性化オリジナル事業（その他）

事業計画

人

人日

実施形態

⑬消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

研修参加・受入要望

実地研修受入希望人数 人

法人募集型

実地研修受入人数

年間研修総日数人日年間研修総日数

年間研修総日数

人

人日

人日

223

参加者数 5

自治体参加型

参加希望者数 6 人

年間研修総日数 300



８．今年度に管内の市町村が実施した活性化事業の総額（交付金相当分） （単位：千円）

鶴岡市、金山町、飯豊町

新庄市、長井市、東根市

実施市町村

⑨消費生活相談窓口高度化事業

②消費生活センター機能強化事業（増設）

③消費生活センター機能強化事業（拡充）

④消費生活相談スタートアップ事業（新設）

⑤消費生活相談スタートアップ事業（拡充）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援） 1,628

1,044

1,628

1,044

10,961

1,183

31

10,804

8,520

1,398

31

10,791

1,1651,173

1,190

33

10,997

1,183

1,807

33

事業の実績事業計画

基金（交付
金相当分）
対象経費

計

事業経費

基金（交付
金相当分）
対象経費

計

事業経費

8,665

1,807

事業名

①消費生活センター機能強化事業（新設）

1,190

三川町

米沢市、酒田市、長井市

米沢市、鶴岡市、酒田市、新庄市、寒河江市、上山市、村山市、
長井市、天童市、東根市、山辺町、三川町

寒河江市、上山市、長井市、東根市、山辺町

寒河江市、村山市、尾花沢市、南陽市、山辺町、中山町、河北町、朝日町、大石田町、最上
町、舟形町、真室川町、大蔵村、戸沢村、高畠町、川西町、小国町、白鷹町、遊佐町、金山
町

1,384

8,520

1,399

8,665

1,404

東根市、南陽市、朝日町、大蔵村、川西町、小国町、飯豊町

上山市、遊佐町

山形市、寒河江市、上山市、長井市、東根市、金山町

1,145 800

⑭商品テスト強化事業

⑮地方苦情処理委員会活性化事業

⑯一元的相談窓口緊急整備事業

⑨消費生活相談窓口高度化事業

⑩広域的消費生活相談機能強化事業（新設）

⑪広域的消費生活相談機能強化事業（拡充）

⑫食品表示・安全機能強化事業

⑬消費者教育・啓発活性化事業

⑰消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

⑱消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）

⑲消費者行政活性化オリジナル事業（その他）

合計

1,0441,044

17,209

47,628

4,624

1,190

628 628 527

17,49017,136

4,659

800

4,324

48,142

102102

1,190

17,298

527

48,597

4,363

102 102

1,145

49,022

米沢市、鶴岡市、酒田市、新庄市、寒河江市、上山市、村山市、長井市、東根市、尾花沢市、南陽市、山辺
町、中山町、河北町、朝日町、大石田町、金山町、最上町、舟形町、真室川町、大蔵村、戸沢村、高畠町、
川西町、小国町、白鷹町、飯豊町、三川町、庄内町、遊佐町

酒田市

米沢市、酒田市、長井市



９．活性化事業（管内市町村実施分）の実績詳細

⑪広域的消費生活相談機能強化事業（拡充）

③消費生活センター機能強化事業（拡充）

④消費生活相談スタートアップ事業（新設）

事業名

⑫食品表示・安全機能強化事業

①消費生活センター機能強化事業（新設）

②消費生活センター機能強化事業（増設）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑤消費生活相談スタートアップ事業（拡充）

⑬消費者教育・啓発活性化事業

事業・機能強化の成果の概要

食品安全講演会実施、研修会参加、リーフレット配布、パネル作成

相談窓口の移設拡充、備品設置、参考図書の購入

相談員養成講座等各種研修への参加

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援） 各種研修への参加による相談員の能力向上

⑨消費生活相談窓口高度化事業 弁護士、建築士による専門相談の実施

⑩広域的消費生活相談機能強化事業（新設）

啓発パンフレット・チラシ等の配布、啓発講座の開催、ＦＭ放送による啓発、啓発ＨＰの改修

センター窓口移設拡充、備品設置

センター窓口設置、備品設置

10．今年度の基金取崩し実績額

　

　

⑲消費者行政活性化オリジナル事業（その他） 弁護士等有識者による相談会・勉強会の実施

民生児童委員、消費者の会等団体への資料配付、研修等による連携強化

47,628

0

0

千円積増し相当分

うち都道府県

⑱消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）

千円うち管内の市町村合計

56,609

8,981

千円

千円

うち都道府県の基金

うち管内の市町村の基金計 0

千円

⑭商品テスト強化事業

⑮地方苦情処理委員会活性化事業

⑯一元的相談窓口緊急整備事業

千円

⑰消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

交付金相当分

⑬消費者教育・啓発活性化事業 啓発パンフレット・チラシ等の配布、啓発講座の開催、ＦＭ放送による啓発、啓発ＨＰの改修

相談員の増員、時間外手当の支給



11．消費者行政決算

12．基金の管理（実績）

- 千円

千円

③都道府県全体の消費者行政決算総額

②都道府県の管内の市町村の消費者行政決算総額

千円

うち基金（交付金相当分）取崩対象経費

うち基金（交付金相当分）取崩対象外経費

千円 - 千円 -- 千円 344

うち基金（交付金相当分）取崩対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち基金（交付金相当分）取崩対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち基金（交付金相当部分）取崩対象経費

うち基金（交付金相当分）取崩対象外経費

うち基金（交付金相当分）取崩対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち基金（交付金相当分）取崩対象経費

-

-- 千円 211

-千円 133 -

40,858

千円 -

①都道府県の消費者行政決算

平成20年度 平成21年度

15,314 千円

チェック項目

-

0.18

-

-

0.46

-

-

8,717 千円

千円

71,923 千円

- 千円

6,597 千円

56,345 千円

- 千円

0.37

-

34,261 千円 49,839

千円 104,477

千円

千円

千円

前年度差

15,578 千円

- 千円

千円

8,981 千円

34,261 千円

設置当初の基金残高（交付金相当分）

千円

うち基金（交付金相当分）取崩対象外経費

82,393

千円

- 千円47,628

48,132 56,849

48,132

千円

千円

千円 154,316

-

千円82,393 千円 97,707

千円

千円 56,609

224,000

13．都道府県の消費生活相談窓口

相談員総数平成20年度末 相談員総数

人 21年度末実績 相談員総数

人

うち常勤職員の相談員

うち非常勤の相談員

うち委託先職員等の相談員 人 21年度末実績

平成20年度末 相談員総数 8 人

人

21年度末実績 相談員総数 8 人

49,816 千円

相談員総数 8人 21年度末実績

0

千円

千円

49,815 千円

224,000 千円

56,609 千円

千円

235,929 千円

人平成20年度末 相談員総数 8

平成21年度の基金取崩し額（積増し相当分）

平成21年度末の基金残高（積増し相当分）

74

相談員総数

平成20年度末の基金残高（交付金相当分）

平成21年度の基金取崩し額（交付金相当分）

平成21年度の基金運用収入（積増し相当分）

平成21年度末の基金残高（交付金相当分）

設置当初の基金残高（積増し相当分）

平成20年度末の基金残高（積増し相当分）

平成21年度の基金運用収入（交付金相当分）

49,890 千円

消費生活相談員の配置

平成20年度末

333

相談員総数平成20年度末 相談員総数 人うち委託先職員等の相談員 人 21年度末実績



14．平成21年度の都道府県の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

15．管内市町村の消費生活相談窓口

16．平成21年度の管内の市町村の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

人

消費生活相談員の配置

人 21年度末実績 相談員総数 2うち委託先職員等の相談員 平成20年度末 相談員総数

人

うち非常勤の相談員 平成20年度末 相談員総数 11 人 21年度末実績 相談員総数 16 人

人 21年度末実績 相談員総数 1うち常勤職員の相談員 平成20年度末 相談員総数

①報酬の向上

処遇改善の取組 具体的内容

実施市町村及び具体的内容

人 21年度末実績 相談員総数 19平成20年度末 相談員総数 11

④その他

人

処遇改善の取組

②研修参加支援 ○

③就労環境の向上

地方消費者行政活性化事業を活用し、相談員の受講機会を拡充。

就労時間を週33時間から週31時間45分に短縮。○

①報酬の向上

相談員の増員による相談対応の分散化
相談窓口改修、備品購入による環境改善

②研修参加支援 ○ 旅費支給による研修受講回数の増

④その他

③就労環境の向上 ○


